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論　文　エンプロイアビリティ教育の可能性

本稿の目的は以下の 3 点である。第 1 は，エンプロイアビリティの定義，特徴，対象者，
関係者およびその分類等についての検討である。第 2 は，企業組織等での従業員に対する
｢エンプロイアビリティ教育｣ の可能性の検討である。第 3 は，教育機関での学生に対す
る ｢エンプロイアビリティ教育｣ の可能性の検討である。以上の 3 点についての先行研究
のレビューによって，以下の点が明らかにされた。第 1 の点については，エンプロイアビ
リティの概念としての多様性が明らかにされた。例えば，エンプロイアビリティの定義に
ついては，研究間の差異が相当大きく，統一的な定義がみられていないことがわかった。
この点も，エンプロイアビリティが理想的ではあるが漠然として捉え所がないという一般
的な印象に関係しているのではないかと考えられる。第 2 の点については，教育訓練等の
施策による従業員のエンプロイアビリティ保障が特に，欧米の企業では検討され，実施さ
れてきた。実証研究でもその有用性が認められている。わが国の企業でも，エンプロイア
ビリティ保障の普及が強く求められる。第 3 の点については，近年わが国の多くの大学は
政府等からの要請もあり，学生のためのキャリア教育を実施するようになってきた。しか
し，キャリア教育の実践において，これまでのエンプロイアビリティ研究の知見が十分に
活用されたとはいえない。これらの問題の改善によって，現状のキャリア教育がエンプロ
イアビリティ向上により役立つのではないかと考えられる。
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Ⅰ　は じ め に

　グローバル化やイノベーションの進展，さらに
は年功処遇や終身雇用慣習の崩壊のなか，働く人
の多くが求める能力とは何だろうか。IT 技術の

理解 ･ 実践や外国語の会話能力等の個別の能力と
並び，移転可能なスキルすなわち他社でも使える
スキルではないだろうか。この点を，大学などの
学生に置き換えると，大企業の安定神話の崩壊な
どこれまでと就職環境が大きく様変わりする中，
志望度が高い組織への就職可能性すなわち内定を
ゲットする能力ということになるだろう。これら
のスキルや能力を獲得するということは，自分の
エンプロイアビリティ（雇用可能性）の向上を意
味するのである。さらに，自らのエンプロイアビ
リティの向上を求める人々の増加に対応して，企
業や教育機関の側でも従業員や学生のエンプロイ
アビリティを高める必要性に迫られているのであ
る。

特集●教育機関における職業能力の形成
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　本稿では，エンプロイアビリティについて，そ
の捉え所のなさ，向上や活用の困難さを含め，ま
ずその内容，背景，要因や影響について述べてい
く。その後，個人の側だけでなく，エンプロイア
ビリティの育成や向上にかかわる組織や教育機関
の側に立ってそのための施策や課題について考え
ていく。
　

Ⅱ　エンプロイアビリティの意義と現状
　
　VUCA（Volatility・Uncertainty・Complexity・
Ambiguity）時代といわれ，予期せぬ気候変動や
パンデミックさらには，グローバル化の進展やイ
ノベーションの進展等により，企業は予測困難な
環境のもとにある。こうした状況のなか，現代の
企業はコストを削減し効率性を高めるような多く
の施策を実施している。例えば，リストラクチャ
リング，ダウンサイジング，M＆A，フラット化，
アウトソーシング化等である。また企業以外でも
公的組織の民営化が進行している。このような企
業経営の柔軟性を高める戦略が，持続的な競争優
位を獲得するために多くの企業でとられるように
なってきた。そしてこれらの戦略によって，組織
形態の変化が日常的にみられるようになり，雇用
関係も大きく変化するようになってきた。これら
の変化は望まずして現在の仕事を失ったりまた他
の仕事に転換させられたりするのではないかとい
う人々の不安感を高めている。わが国の勤労者は
バブル崩壊後，何度もこのような雇用不安に直面
してきたといえる。もちろんこの傾向は，終身雇
用の慣習が相当程度崩壊し，従業員の雇用確保に
最大限の努力を払わない企業が増加してきたこと
がその背景にあろう。そこで，組織で雇用される
能力を示すエンプロイアビリティが注目されてき
た。すなわち，これが高い人ほど新たに組織に雇
用され，また意に沿わず辞めさせられたりするこ
とも少なく，さらに仮に辞めさせられても転職が
可能となる。つまり，終身雇用の崩壊と漠然とし
た雇用不安にさらされている多くの人々にとって
理想的な状態を示している。境界のないキャリア
の時代（Arthur and Rousseau 1996）といわれる現
代，エンプロイアビリティの向上は，将来に向け

ての安心した ｢保険｣ となるだろう。つまり，エ
ンプロイアビリティは働く人が現代のような予測
不能で，不安定な雇用関係に柔軟に対処すること
を可能にしてくれる。
　それでは，エンプロイアビリティに関する現状
はどうなっているだろうか。エンプロイアビリ
ティという概念が欧米ほど普及していないわが国
で働く人々の意識についてみていこう。例えば，
労働経済白書の調査では，転職市場における自己
評価，つまりエンプロイアビリティの自己評価に
ついても訊いている（厚生労働省 2016）。自身の
能力や経験が，転職市場で ｢大いに評価されると
思う｣ または ｢ある程度評価されると思う｣ と回
答した評価が高い人々は 42.7％，｢何とも言えな
い ･ 分からない｣ と答えた人々は 19.8％，｢あま
り評価されないと思う｣ または ｢まったく評価さ
れないと思う｣ という評価が低い人々は 37.4％
だった。このように，転職市場において自身の能
力や経験が評価されると考えている人々，つまり
エンプロイアビリティの自己評価が高い人々は半
数に満たないことがわかる。
　

Ⅲ　エンプロイアビリティとは何か

１　エンプロイアビリティの定義と特徴

　エンプロイアビリティはもともと，雇用する
（employ）と能力（ability）を組み合わせた概念で
あり，｢雇用される能力｣ ｢雇用可能性｣ 等と訳さ
れている。一般には，働く人が企業などの組織に
雇われる（または雇われ続ける）ための能力やそ
の可能性を意味する。もともと，エンプロイアビ
リティ自体の研究は 1950 年代以降から行われ，
長い歴史を誇っているが，環境変化の著しい現
代，改めて，ヨーロッパを中心にその研究が注目
されてきた。そうしたなかで明らかにされてきた
エンプロイアビリティの代表的な特徴として，以
下の 4 つがある。
　第 1 が使用分野や研究分野の多様性である。エ
ンプロイアビリティは，組織の人的資源管理，政
府の政策，大学での教育等多くの場面で広く使わ
れている。また，エンプロイアビリティを研究し
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ている学問分野も，労働経済学，人的資源管理
論，人的資源開発論，心理学，教育学，キャリア
発達論等大変多様であり，学際性が高い研究テー
マといえる。そのため，エンプロイアビリティの
意味自体も労働市場の状況やその時々の政府の政
策によってシステマティックに変化してきた

（Sanders and De Grip 2004）とともに研究する学
問分野によっても異なっている。山本（2014）の
レビューによると，先行研究におけるエンプロイ
アビリティの定義は，ほとんどの状況に当てはま
る一般的定義，教育現場で妥当性が高い定義，企
業や政府の政策としての定義，組織の人的資源管
理上の戦略や施策を重視した定義，個人の知覚を
重視した定義等に分かれている。しかし，それら
の違いを統合しようとする研究はほとんどみられ
ていないのが現状である（Thijssen and Van der 
Heijden 2003）。
　第 2 が概念の多様性である。エンプロイアビリ
ティには，狭い意味の能力 ･ スキルだけでなく知
識，適性，意欲，思考 ･ 行動特性，人間性まで含
まれ，能力を中心としたかなり幅広い領域をその
対象としている（厚生労働省 2001）。そのため，
そのとらえ方によって，測定する指標の内容も異
なる。その背景にはこれまでは，エンプロイアビ
リティを（単なる）能力概念としてとらえ，その
向上につながる能力やスキルのリスト化の研究が
多く行われてきたが，それがほぼ出尽くしてきた
という点がある。
　第 3 がレベルの多様性である。エンプロイアビ
リティは，個人のエンプロイアビリティを指す個
人レベルだけでなく，産業レベル，組織レベル，
部署レベルなど異なったレベルで検討されてい
る。実際，教育訓練への参加状況やジョブロー
テーションの実施状況から企業内の工場別にエン
プ ロ イ ア ビ リ テ ィ を 測 定 し た 研 究（Arocena, 
Núñez and Villanueva 2007）や，オランダの業種
別のエンプロイアビリティ測定尺度を開発した研
究（De Grip, Van Loo and Sanders 2004）等がみら
れる。
　第 4 がダイナミック性である。エンプロイアビ
リティは，個人がどのような状況でも固定的に
もっているものではなく，個人および労働市場の

状況に依拠した時間と場所により変動するという
特徴がある（Forrier and Sels 2003）。
　以上のすべての特徴が，エンプロイアビリティ
の概念や実際の運用における多様性や変化の大き
さを示しているといえる。これが，エンプロイア
ビリティはめざすところは理想的だが，ふわふわ
とした捉え所のなさ，向上や活用の困難さ等の印
象に結びついているといえよう。
　
２　エンプロイアビリティの対象

　エンプロイアビリティの対象は，現在何らかの
組織で雇用されていない人と雇用されている人と
に分かれる。前者の雇用されていない人や雇用状
況に問題を抱えた人として，これから就職する学
校の学生，長期間失業状態にある人，障がいを抱
えている人などがある。特にヨーロッパ諸国で
は，これらの人々の労働市場における位置づけを
強化するための政策が長年企画，実施されてき
た。長期間失業状態にある人々は，政府の援助，
例えば，職業訓練などによって組織に雇用される
ための新しいスキルを獲得しなければ，雇用の機
会がより少なくなると考えられるからだ。後者の
現在雇用されている人々については，より望まし
い処遇等での他社への転職や現在の雇用を維持
し，組織上のさまざまな変化プロセスを生き抜く
可能性を問題とする。本稿で主に取り上げるの
は，前者の学生と後者の現在組織に雇用されてい
る従業員の人々である。
　
３　エンプロイアビリティの関係者

　1990 年代以降，エンプロイアビリティの対象
の拡大とともに，その関係者も拡大してきた。す
なわち，すべての労働市場の関係者と組織がその
関係者とされるようになった。
　第 1 が，政府（および行政機関）である。エン
プロイアビリティを国全体の雇用政策，福祉政策
の観点からみた場合の重要な関係者である。その
観点からみたエンプロイアビリティ向上の目的
は，国全体で非自発的失業が存在しない状態を示
す完全雇用である。実際，政府はエンプロイアビ
リティを向上させる多くの施策を実施しており，
すべての国民が失業状態から脱するためにさまざ
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まな訓練コースや訓練のための助成金制度を設定
している。具体的には，セーフティネットの構
築，年代別対象別の支援事業，教育訓練機関への
資金の援助，個人の生涯学習に対する支援，雇用
関連の情報開示の促進，（男女等の）機会均等政
策の徹底である。
　第 2 が，企業等の組織の経営者である。エンプ
ロイアビリティを従業員の雇用の観点からみた場
合の重要な関係者である。経営者にとってエンプ
ロイアビリティは，労働の需要と供給のマッチン
グの状態を示す指標となる。つまり，組織的観点
からいえば，従業員のエンプロイアビリティが高
いということは，組織が必要な時に必要な人材を
採用できることであり，また採用した人材を事業
の変化にともない最適に配置できることを示す。
従業員のエンプロイアビリティを高めるために経
営者ができることには，雇用機会の継続的創出，
従業員の教育訓練 ･ 能力開発の実施，従業員の生
涯学習の支援や余剰従業員に対する転職支援が含
まれる。これらは V で触れるエンプロイアビリ
ティ保障と関係する。
　第 3 が，学校等の教育機関である。エンプロイ
アビリティを人々の能力の観点からみた場合，そ
の向上に直接かかわる重要な関係者といえる。教
育機関には，直接的には卒業に必要な修得基準を
高めること，社会の需要に柔軟に対応するための
カリキュラムの継続的見直しやキャリア教育の実
施などが求められる。そのなかでも，特に大学に
は，公開講座や社会人向け大学院など，広く一般
に開かれた教育機関としてのエンプロイアビリ
ティ向上に向けての役割も期待されている。これ
についてはⅥで触れる。
　

Ⅳ　エンプロイアビリティの分類

　
１　外的エンプロイアビリティと内的エンプロイ
アビリティ

　欧米でエンプロイアビリティという考え方が生
まれた当初は，失業している人が雇用される能力
を意味していた。その後，エンプロイアビリティ
は組織に雇用されている人に応用されるようにな

り，組織との関係で以下の 2 つの種類が論じられ
るようになった。
　第 1 が，他社に転職できる能力（可能性）で，
外的エンプロイアビリティという。これは，転職
市場で評価の高い，他の企業でも使える能力を意
味する。エンプロイアビリティという言葉を聞い
たことがある人がまず思い浮かべるイメージだろ
う。
　第 2 が，現在の組織で評価されて，雇用され続
ける能力（可能性）で，内的エンプロイアビリ
ティという。企業の業績が悪化して社員をリスト
ラせざるを得なくなった場合でも，最後まで辞め
させられないような（社員のもつ）能力のことだ。
これまでは，これを高めるには，商品知識等その
企業でしか使えない能力（企業特殊的能力）の向
上が求められてきた。
　わが国は特に内的エンプロイアビリティに注目
してきた。日本経営者団体連盟（1999）は，｢日
本型エンプロイアビリティ｣ を唱え，欧米で主に
取り上げられてきた外的エンプロイアビリティだ
けでなく，内的エンプロイアビリティを重視すべ
きだとした。この背景には，その当時わが国で
は，転職する人々が増えてきたとはいえ，欧米ほ
ど転職市場が育っておらず，他社でも使える高い
専門的能力を評価され転職する人が欧米ほど多く
なかったという事情がある。さらに，終身雇用を
支持する人々の比率が高く，リストラされなけれ
ば現在の組織で勤め続けたいという人々が多かっ
たことが背景にあろう。
　日本経営者団体連盟の NED（ネッド）モデル

（図）は，内的エンプロイアビリティと外的エン
プロイアビリティの関係を示している。これによ
ると，エンプロイアビリティは，A（労働移動を
可能にする能力）と B（当該企業内で発揮され，継
続的に雇用されることを可能にする能力）の和と考
えられる。A が外的エンプロイアビリティ，B が
内的エンプロイアビリティだ。加えて，C は当該
企業の内と外の両方で発揮される能力，（A－C）
は当該企業内では発揮することができない能力，

（B－C）は当該企業内だけで発揮することができ
る能力となる。転職が一般的でなく，グローバル
化や IT 化がそれほど進行していなかった頃には，
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内的エンプロイアビリティである B の能力を社
員に身につけてもらうことで十分だったかもしれ
ない。しかし，転職が一般化した現代では，外的
エンプロイアビリティである A の能力を高める
ための研修や自己啓発の支援を行う必要性が高く
なってきた。それを怠ると，人材獲得競争のなか
でキャリア開発意欲の高い高業績人材の引き留め

（リテンション）は難しいといえる。このように，
現代では外的エンプロイアビリティが重視されて
きたが，内的エンプロイアビリティが不要とは言
い切れない。両者の間にはプラスの関係，つま
り，他の組織でもやっていけるだけの能力を持っ
ている社員は，現在の組織でも継続的に雇用され
やすいという関係が成り立つ。これは A と B に
は重なる部分（C）があることを意味している。
今後，高業績人材を含む働く人に求められる企業
とは C の部分を広げていくこと，つまり，当該
企業で身につき発揮される能力が，限りなく他社
でも使える，つまり移転可能な能力であることが
求められる。

２　絶対的エンプロイアビリティと相対的エンプ
ロイアビリティ

　この分類は第 4 の特徴であるダイナミック性と
関連する。エンプロイアビリティには，比較的安
定し，どのような状況でも特定の仕事を獲得する
のに（絶対的に）必要とされる能力を示す絶対的

エンプロイアビリティと，労働市場（転職市場）
での需要と供給によって変動し，その仕事を求め
る人々のなかでの能力の相対的な位置（順位）を
問題とする相対的エンプロイアビリティとがあ
る。
　しかし，現代では前者の例は少なく，多くの
人々が自身の相対的なエンプロイアビリティを考
えなければならない。IT 化，グローバル化等の
進展により働く人のスキルが古くなる速度が速
まってきたため，その人が他社で雇用可能かどう
かは個人や労働市場の状況で変動するようになっ
てきた。あるエンジニアが大学院時代画期的な技
術を学んだとしても，その後長きにわたり，その
技術が評価されて転職できるとは限らない。すな
わち，エンプロイアビリティを高めるには，現
在，自分の職業，専門分野や仕事のニーズがどの
程度あるのか，近い将来，どのような職業や仕事
のニーズが高まるかなどの労働市場についての知
識と，雇用されるためにはどのような経験，スキ
ルや資格を身につける必要があるかについての知
識が必要となる。そして，不足するものがあると
すれば，自分自身で，または組織の制度等を利用
して能力開発を行う必要がある。その結果，他の
人々との競争に勝ってエンプロイアビリティが高
まる，これが相対的エンプロイアビリティであ
る。

図　NEDモデル

出所：日本経営者団体連盟（1999）。

企業による支援，および仕事を通じて身につけた能力

自助努力により身につけた能力

A C B
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Ⅴ　企業におけるエンプロイアビリティ
教育の可能性

　
１　企業による従業員のエンプロイアビリティ保障
とは

　さて，重要な関係者である組織の経営者は，従
業員のエンプロイアビリティの向上や教育にどの
ように関わっているのだろうか。欧米の先行研究
では，この問題を組織における ｢エンプロイアビ
リティ保障｣ という観点から検討している。エン
プロイアビリティ保障（employability security）
とは，組織が主導するエンプロイアビリティの側
面を示し，｢将来の機会に備えて，現在の仕事で
勤 労 者 の 価 値 を 高 め る と い う 認 識 ｣（Kanter 
1989：321）と定義されている。具体的には，能
力開発に関する制度を組織が整備 ･ 拡充していく
ことが中心となる。実際，欧米では，雇用保障の
代わりにエンプロイアビリティ保障を中心的な課
題として掲げる企業が多くみられる。
　エンプロイアビリティ保障を考える際の理論的
なフレームワークが，社会的交換理論である。従
業員のエンプロイアビリティの向上に投資してい
る組織は面倒見が良いと知覚されるため，従業員
と組織との関係において社会的交換理論や互恵主
義（win-win の関係）が成り立っていると考えら
れる（Blau 1964）。社会的交換理論によれば，人
は相手との相互作用における報酬とコストを比較
し，交流による報酬がコストを上回れば，その人
に対し魅力を感じるとしている。先行研究でも，
従業員に対する組織のサポートは組織コミットメ
ントを促進していた（e.g. Hutchison 1997）。また，
従業員が自らのエンプロイアビリティに組織が投
資していると認識した場合，高い組織コミットメ
ントを示している（Arocena, Núñez and Villanueva 
2007）。
　
２　エンプロイアビリティ ･パラドックスの存在

　しかし，エンプロイアビリティ保障における大
きな壁としてエンプロイアビリティ ･ パラドック
スの存在が指摘されている（Gaspersz and Ott 
1996）。これは，他社に移転可能な従業員のスキ

ルを高めることを通して，結果的に従業員に転職
され，能力開発投資が無駄になることを示してい
る。すなわち，場合によっては，高業績者の定着

（リテンション）にマイナスとなってしまうことで
ある。これは，組織の能力開発投資が諸刃の剣に
なってしまうことを意味するという点で，わが国
の企業を含め，これからエンプロイアビリティ保
障に取り組もうとする組織で考えざるを得ないパ
ラドックスである。
　
３　わが国におけるエンプロイアビリティ保障と
エンプロイアビリティ ･パラドックスの実態

　それでは，エンプロイアビリティという概念が
普及しているとはいえないわが国でもエンプロイ
アビティ保障は成立し，従業員にポジティブに影
響しているか，エンプロイアビリティ ･ パラドッ
クスがみられるかどうかについて，わが国の組織
従業員を対象とした研究でみてみよう（山本 
2014）。調査の結果，組織による充実した教育訓
練（研修等）は，従業員の内的エンプロイアビリ
ティおよび外的エンプロイアビリティを高めてお
り，エンプロイアビリティ保障が成立していた。
また，エンプロイアビリティ保障を通した影響を
検討した結果，全体としてポジティブな影響がみ
られたが，内的エンプロイアビリティと外的エン
プロイアビリティとで異なっていた。すなわち，
内的エンプロイアビリティが高まることで，職務
満足，組織コミットメント，キャリア満足やキャ
リア展望などにポジティブに影響し退職意思にネ
ガティブに影響していた。それに対し，外的エン
プロイアビリティが高まることは組織コミットメ
ントには影響せず，退職意思にはポジティブな影
響（退職を促進）を与えていた。このように，退
職意思への影響は正反対であり，組織からすれば
教育訓練によるエンプロイアビリティの向上が
｢諸刃の剣｣ であることが示され，エンプロイア
ビリティ ･ パラドックスの存在が示唆された。結
果的に，退職するかどうかの意思を決定するの
は，内的エンプロイアビリティの保障によるネガ
ティブな効果と外的エンプロイアビリティの保障
によるポジティブな効果を合算したものというこ
とになり，この調査では全体としてはネガティブ
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に働いたのである。
　この結果も考慮して，筆者はエンプロイアビリ
ティ ･ パラドックスを組織のマネジメントにおい
て積極的に活かすべきだと考える。実際，高業績
人材の完全なリテンションは不可能ということを
考えると（山本 2009），従業員の能力開発を積極
的に行うことで，自らの価値を高めることに投資
してくれるような組織はすばらしいというイメー
ジを従業員にもってもらうということである。そ
れによって，高業績人材を引き留める（リテン
ション）という評判管理（reputation management）
に則った姿勢を組織に求めたい（Fombrun 1996）。
自社を，｢人を育てる会社｣ または人材育成企業
にしていくということである。すなわち，多くの
人材が育つとともに，育った人材の一部が他社で
も活躍することで人材輩出企業という評判が高ま
ることは，新たな人材の採用に資すると考えられ
る。
　
４　エンプロイメンタビリティの高い組織とは

　高橋（1999）の造語で，エンプロイアビリティ
保障に成功した組織を示す概念がエンプロイメン
タビリティである。これは，『エンプロイアビリ
ティの高い自律した社員に，辞めずにこの会社に
勤めていたいと社員に思わせる ｢雇用主の魅力
度｣』を示す（高橋 2006：166）。言い換えると，
エンプロイアビリティが ｢従業員が企業に雇用さ
れ（続け）る能力｣ であるのに対し，｢企業が従
業員を雇用する（し続ける）能力｣ を示す。しか
し，エンプロイメンタビリティが高いということ
は，できるだけ雇用調整をせずにすべての従業員
を抱え込むという意味ではない。そうした組織
は，｢高業績を挙げる（または挙げることが予想さ
れる）従業員が，長期間組織にとどまってその能
力を発揮することができるようにするための，人
的資源管理施策全体｣（山本 2009：14）と定義さ
れる従業員のリテンション ･ マネジメントがうま
くいっている組織，具体的には彼らの定着率の高
い組織を意味する。企業がエンプロイメンタビリ
ティを向上させるには，エンプロイアビリティ保
障，つまり従業員のエンプロイアビリティを高め
るような施策を積極的にとっていく必要があろ

う。具体的には，先行研究では，キャリア自律支
援（高橋 2006），専門能力開発機会の提供，多様
な勤務形態 ･ 報酬形態を可能にする制度，独立支
援制度の整備（佐々木 2003）等が挙げられている。
すなわち，エンプロイアビリティの高い従業員に
対するエンプロイメンタビリティ向上施策として
は，より自由な勤務形態，キャリア開発機会の保
障等，キャリアの自律性を重視した施策が有効で
あることが示されている。
　

Ⅵ　教育機関によるエンプロイアビリ
ティ教育の可能性

　
１　大学のキャリア教育の普及と ｢エンプロイア
ビリティ教育｣ としての可能性

　政府が大学にキャリア教育の実施を義務づける
ようになってきたこと等にともない，学生の就業
力向上を目的とした科目をカリキュラムに取り入
れる大学が増加してきた。また近年，就職活動の
早期化等により，学生の就職活動を支援する大学
の機能が注目されるようになってきた。すなわ
ち，ほとんどの大学で長期的，短期的なキャリア
形成支援や就職支援が実施されている（日本生産
性本部 2012）。具体的には，就職オリエンテーショ
ンを実施し，早い時期から学生へ就職活動に対す
る意識づけを図っている。また，個別相談や適性
検査等を実施し，就職部をキャリアセンターと名
称を変更し，在学生だけでなく卒業生に対する支
援も強化しようとしている。つまり，学部段階の
教育がキャリア教育としての役割を担うことが期
待されるようになってきたのである。
　こうした動きには，少子化が進行しつつあるな
かでの大学の生き残りがかかっている。なぜな
ら，受験生やその親等からの大学への要望で比率
の高いのが就職支援であり，卒業生の就職率向上
は大学にとって喫緊の課題となっているからだ。
大学進学率の上昇と多くの学生が学部卒業後就職
することを前提とすると，大学は小中高の段階と
異なり，社会人になる直前の最終的なトレーニン
グ段階といえる。そのためには，社会人基礎力 1）

等で測定される学生のエンプロイアビリティを高
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め，職業生活への移行を円滑にできるような支援
の必要性が高まっているのだ。学生を採用する企
業の方も，教育訓練機能の以前と比較した相対的
な低下（山本 2000）にともない，｢即戦力｣ とま
で言わなくても，採用者の必要要件として学生に
求める能力水準が高まってきた。その面からも，
大学教育の果たす役割も高まらざるを得なくなっ
てきたのである。これらの状況を踏まえ，学生の
エンプロイアビリティ向上に主眼を置いた，入学
から卒業までの全学的かつ体系的な指導が大学に
求められるようになってきたのである。
　これらはまさに学生のエンプロイアビリティを
向上させる ｢エンプロイアビリティ教育｣ につな
がるといえる。具体的には，カリキュラム編成に
おいてエンプロイアビリティを高める科目を積極
的に取り入れることである（Cox and King 2006）。
　
２　大学生のエンプロイアビリティとは

　まず，大学等教育機関におけるエンプロイアビ
リティの定義を明確にして企業組織等で使用され
るものと区別する必要がある。教育現場で妥当性
が高い定義としては，｢（学生が）満足し成功し得
るような職業を選択し確保することを可能にさせ
る一連のスキル，知識，知性と個人属性｣（Pool 
and Sewell 2007：280）や，｢学生が卒業後自らの
素質を向上させ，社会的 ･ 職業的自立を図るため
に必要な能力｣ というわが国での就業力の定義

（文部科学省 2011）がそれに該当するだろう。そ
こで本稿では，質を考慮した雇用の獲得としての
側面と能力以外の側面を重視し，大学生のエンプ
ロイアビリティを，｢学生が卒業後，その適性 ･
能力にふさわしく，持続可能で満足し得るような
雇用を獲得するための能力を中心とした特性｣ と
考える。
　
３　大学生における内的エンプロイアビリティと
外的エンプロイアビリティ

　大学生のエンプロイアビリティにも現職者と異
なる意味で，内的エンプロイアビリティと外的エ
ンプロイアビリティの分類が可能である。学生は
そのほとんどが（少なくとも正規従業員として）組
織に雇用された経験を持たないため，内的と外的

の分類は大学生自身の考えや彼らの（外部）労働
市場に対する知覚によるところが大きい。すなわ
ち，大学生の内的エンプロイアビリティは，学生
自身の職業や職務に関連した知識 ･ スキルや仕事
を探すスキルの高さ（Hillage and Pollard 1998），
学習能力の高さ（Lane et al. 2000）を示している。
このように大学生の内的エンプロイアビリティ
は，学生自身の能力的側面を示すことから，個人
的エンプロイアビリティと呼ばれることもある

（Rothwell, Jewell and Hardie 2009）。それに対し，
外的エンプロイアビリティは，（所属している）大
学の労働市場におけるブランドとしての強さ，自
身の専門分野（の履修者）が労働市場で求められ
ている程度や学問分野における所属大学の評判等
を示す。このように，教育場面での外的エンプロ
イアビリティは，組織現場で使われるものとは大
きく異なる。わが国でも外的エンプロイアビリ
ティの存在を否定することはできないだろう。
｢学校名不問採用｣ とうたっている企業も含めて，

（入学偏差値等を基準とした）大学名や学部名によ
る実質的な応募者差別化の実態が指摘されること
が多いからだ。
　
４　大学生におけるエンプロイアビリティ向上の
効果とは

　エンプロイアビリティが高まることは学生にど
のように影響するだろうか。大学生も，エンプロ
イアビリティが高い場合，低い場合より自分の将
来をコントロールできるという感覚を強くもてる
だろう。こうした自分のキャリアをコントロール
できているという感覚は幸福感につながることが
指摘される（Fugate, Kinicki and Ashforth 2004）。
同時に，将来の就職に無用な不安を抱くことが少
なく，学生の本分である学業やアルバイトその他
の活動に時間やエネルギーを注ぐことも可能にな
ると考えられる。
　イギリスの学部生を対象にした研究でも，外的
エンプロイアビリティの高さは所属する大学への
コミットメントとポジティブな関連がみられた

（Rothwell, Herbert and Rothwell 2008）。 同 じ く，
イギリスのビジネス分野の大学院生を対象とした
研究では，個人的エンプロイアビリティ，外的エ
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 1）　大学生のエンプロイアビリティに結びつくスキルの枠組み
として使われる。｢職場や地域社会の中で多くの人々と接触し
ながら仕事をしていくために必要な基礎的な力｣（経済産業省
2006）と定義され，前に踏み出す力，考え抜く力，チームで
働く力という 3 つの力および 12 の能力要素から成る。
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ンプロイアビリティとも，野心や大学へのコミッ
トメントとポジティブな関連がみられた（Rothwell, 
Jewell and Hardie 2009）。
　わが国の理工系学部の学生を対象とした研究の
結果，大学で修得した専門能力の高さが，学業に
ついての充実感の高さを促進していた。同じく，
全学年の男女大学生を対象とした研究では，社会
人基礎力に自信をもっている学生は夢や目標を重
視していた（寿山 2012）。以上から，エンプロイ
アビリティが高いことは大学生の学業等も含む諸
活動におけるモチベーションにポジティブな影響
を与える可能性が高い。

Ⅶ　今後の課題

　第 1 が，組織現場における課題である。わが国
の組織では，欧米を中心に普及してきた ｢エンプ
ロイアビリティ保障｣ の考え方が普及していない
のが現状である。外的エンプロイアビリティだけ
でなく，内的エンプロイアビリティの重要性に注
目した点は，その当時の状況から評価されるが，
それ以降，組織現場における実践や研究の進展が
みられない。例えば，エンプロイアビリティの測
定の問題にしても，IT 分野等ある程度進んでい
る分野もあるが，これからという分野も多い。構
造的な少子高齢化が続くなかで，優秀人材を採用
し，定着してもらうには ｢人材を育てる会社｣ で
なければならない。その重要な要素がエンプロイ
アビリティなのである。改めて，自社の従業員に
対するエンプロイアビリティ保障を考えていく必
要があるだろう。
　第 2 が，教育現場における課題である。わが国
の教育機関では，政府主導によるキャリア教育の
推進や大学の生き残り策としてキャリア教育，就
職支援が実施されてきた。しかし，｢エンプロイ
アビリティ教育｣ といえるほど，エンプロイアビ
リティに関するこれまでの内外の研究成果を教育
の中に活かすところまではいっていないのが現状
である（山本 2014）。今後，さらなる活用が産学
交流という形で求められる。
　また先行研究では，エンプロイアビリティの構
造やエンプロイアビリティを高める能力等の要因

の分析に集中し，エンプロイアビリティが大学生
の本分である学習に対するモチベーション等の態
度や意識にどのような影響を与えるかについても
十分検討されていない。この点についてのさらな
る研究も求められる。
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